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先週の補足：今の日本でもし、薬ネット販売の全面解禁を敢行すれば．．．。
2013.11.15　齋藤旬（www.llc.ip.rcast.u-tokyo.ac.jp）　rev.1
読者から先週の話（薬ネット販売）に質問が来た。そのやり取りに加筆して今週号としたい。
読者＞薬のネット販売をpartnershipで行うのは単なる責任回避(無責任)にしか思えませんが…。米国ではネット販売で副作用が生じた場合誰が補償するのですか？

私：ケースごとに対処は異なる、というのがザッとした答えです。勿論、当該の副作用ないし薬害が類型化されるのであれば、「お金」によるredeemを政府ないし法人or合夥が行うことになるでしょうが、その薬害・副作用が個々に特殊で類型化されない場合や、大きく想定外で損害や回復の価額を見積もるのが困難な場合などは、equity as between the privity --- privityは「当事者関係」の意味。ただし当事者（privy）とは、直接の被害者―加害者だけでなく場合によっては幅広く社会構成員の誰でもが該当しうる、という考え方がsubsidiarity & solidarityから演繹される。 --- を探ることになりますし、該equity（ないしalternative equity）を工面する負担はただ加害者（ないし政府）が負う、と考えるのも恐らくマチガイです
。Principle of Intuitu Personae（個別事情を良く考慮する、の原則）です。ただし、これらが成り立つには、common law, Civil Codeが日々整備されていく環境、Court特にEquity Courtの整備、Bar People（法曹界、良い和訳ではない）の充実、そして何より人々が「私たち一人一人がlaw makerの主役」という精神を持っていることが必要です。日本には当分（永遠に？）実現しそうにない事柄です。
読者＞要するに日本は薬のネット販売の全面解禁はできないということですね。

私：残念ながら、その通りです。精神土壌の大改革をしない限り「出来ない」です。
読者＞逆に、全面解禁して問題噴出した方がよいかも。
私：いやおそらく全面解禁しても問題噴出とはいかないでしょう。日本人はお上に従順ですし、「お金」をもらってindemnifyされることにいつまでも何も疑問を感じないでしょう。むしろ「その方が良い。お金でお上に解決してもらった方が良い。」とすら考えるのではないでしょうか。
　　「お上に従順」「お金を重用」でいえば、例えば、ポスト世俗の西洋では当たり前になりつつある「租税回避権は人間の基本的人権」、もう少し詳しく言うと「経済的実体を伴う租税回避は人間の基本的権利」
 という考え方については、議論さえ何時まで経っても始まらないニッポン、というか「租税回避は悪事である」としか考えないニッポンです。西洋人にとっての「問題」は、日本人にとっては「問題」とはならない、または「顕在化しない」でしょう。（本当はその、日本人には見えない「問題」はくすぶり続け、経済を停滞させ続けるのですが…。）やはり、憲法に「人間の尊厳 ＆ 共通善の存在」即ち「subsidiarity & solidarity」を組み込んで、精神土壌の根本的改革から始めない限り、本当の「成長戦略」は何も始まらないでしょう。対症療法でなく根幹治療が必要です。
　　日本で薬ネット販売を無理に全面解禁すれば、「問題噴出→問題の根本原因の解明→該原因を取り除く方策の探求と実行」とはならず、「問題噴出→だから、薬ネット販売は、金輪際、全面解禁しない」となるでしょう。「Innovationは起きないニッポン。連続的な変化しか起きないニッポン」なのです。
如何です？ご意見のある読者はドシドシお寄せください。今週は以上。来週も乞うご期待。

� 西洋のcommon law、Civil Codeにはno-fault liability（無過失返済責任）という法理がある。一般には、例えば薬害を起こした会社側に何ら過失がなくともliabilityがある、という風に使われるが、場合によってはもっと広く、極論すれば「通りすがりの人、事件とは直接には何の関わりのない人」にすらこのno-fault liabilityを課すことがありうる。


　詳しくは「+"no fault liability" +"Good Samaritan" +”business law”」でググって頂くと出てくる記事を読んで頂ければ分かるが、日本の民法では非常に狭く適用されるno-fault liabilityが、西洋では適用範囲が広い、という違いがある。ググると最初に出てくる記事には、most states now have what are called Good Samaritan statutes.　今ではほとんどの州（米国の州）で所謂「善きサマリア人の法」が制定されている、とある。2007年の記事。


　本コラムでは過去何回も「西洋にはresponsibility（応答責任）とaccountability（発信責任）があるが、日本には前者の責任概念しか顕著には認められない」と説明している。responsibilityとは、「他者」が「私」に課す責任。accountabilityとは、「私」が「私」に課す責任。


　liabilityは、responsibilityに属するのかそれともaccountabilityに属するのか。この質問に対する答えは、恐らく該liabilityを発生させたbusiness（事業）というかjob（仕事）に、その従事者がどういうattitudeで臨んでいるかによって違ってくる。他者から課された仕事と思っているならliabilityはresponsibilityだろうし、自ら進んで行っている仕事と思っているならliabilityはaccountabilityだろう。


　そして、「liabilityはresponsibility」の考え方の下では、no-fault liabilityの適用範囲は狭いものとなる。恐らく日本人は「他者から課された仕事」「liabilityはresponsibility」ととらえている人が多い。これが、日本の民法でno-fault liabilityの適用範囲が狭いことの原因だろう。


� Economic Substance Doctrine（経済的実体法理）とは、簡単に言えば、「経済的実体を伴う租税回避行為はlawful（合法）である。」という法理。この法理は2010年にオバマ政権によりCodeに格上げされた、つまりcodifyされたが、もともとは1935年米国最高裁の� HYPERLINK "http://en.wikipedia.org/wiki/Gregory_v._Helvering" \t "_blank" ��Gregory v. Helvering事件�の裁判で確定した法理だった。この裁判判決の主要な一文は、The legal right of a taxpayer to decrease the amount of what otherwise would be his [or her] taxes, or altogether avoid them, by means which the law permits, cannot be doubted.　であり和訳すると、「法の許す手段により、納税者が税額を、該手段を行使しない時の額よりも減額する法的権利、あるいは課税を全額免れる法的権利は、cannot be doubted（疑問の余地がない）。」というものになる。正に「租税回避権は人間の基本的人権」。


聞きようによっては、あたかも租税回避を奨励するかのごとき考え方。今の日本の税務当局が聞いたならば、ただ唖然とするばかりかも知れない。しかしこの「（経済的実体を伴う）租税回避は人間にとって基本的権利」の考え方は「西洋の常識」なのだ。





1

